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行田市障がい者計画の策定について 
 

１．はじめに 

現行の「行田市障がい者計画」は、障害者基本法に基づく「障害者計画」と障害者自立支

援法（現障害者総合支援法）に基づく「障害福祉計画」を併せた性格を持つ計画として平成

24 年 3 月に策定されました。その後「障害福祉計画」のパートについては、国の提示する

「基本的な指針」に従い、平成 28 年 1 月に「第 4 期障害福祉計画」として見直しされました

が、平成 29 年度をもって両計画の期間が満了となります。そのため、後継計画として新たに、

行田市障がい者計画を策定します。 

この計画は、これまでと同様、「障害者計画」と「（第 5 期）障害福祉計画」の性格を併

せ持つとともに、平成 28 年の児童福祉法の改正により新たに法定計画化された「第１期障害

児福祉計画」を含む計画として策定します。 

 

２．計画の位置付け等 

「障害者計画」、「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」は、障害者基本法、障害者総

合支援法及び児童福祉法により、それぞれ次の通り位置付けられています。 

 

 障害者計画＿ 

■障害者基本法第 11条第 3項 

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村に

おける障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な

計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

 

 障害福祉計画＿ 

■障害者総合支援法第 88条第 1項 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づ

く業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものと

する。 

 

 障害児福祉計画＿ 

■児童福祉法第 33条の 20第 1項 

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その

他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉

計画」という。）を定めるものとする。 

 

■児童福祉法第 33条の 20第 6項 

市町村障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律第 88 条第 1 項に規定する市町村障害福祉計画と一体のものとして作成することができる。 
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３．計画の策定体制等 

■障害者基本法第 11条第 6項 

市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たっては、第 36 条第 4 項の合議制の機関を

設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては障害者その他の関係者の

意見を聴かなければならない。 

 

■障害者総合支援法第 88条第 10項 

障害者基本法第 36 条第 4 項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害福祉計画を

定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければならない。 

 

 

 

 

■障害者総合支援法第 88条第 9項 

市町村は、第 89 条の 3 第 1 項に規定する協議会を設置したときは、市町村障害福祉計画

を定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めな

ければならない。 

 

 

 

４．計画の期間 

今回の「行田市障がい者計画」「（第５期）行田市障がい福祉計画」「（第 1期）行田市障

がい児福祉計画）」の計画期間は以下に示す通りです。 

 

 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

行田市 
障がい者計画 第３期（H24‐29） 第４期（H30‐35） 

行田市 
障がい福祉計画 

第 4期 第 5期（H30‐32）    

行田市 
障がい児福祉計画    第 1期（H30‐32）    

埼玉県 
障害者支援計画 

第 4期       

国 
障害者基本計画 

第 3次（H25‐29）       

 

：今回策定する計画 

 

 

 

 

障害者支援協議会 

行田市障害者計画策定委員会 
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５．計画の内容 

 障害者計画＿ 

⚫ 国の障害者基本計画（第３次）及び埼玉県の障害者支援計画（第４期）に準じた事項 

（取り組むべき障がい者施策の方向性） 

 

 障害福祉計画＿ 

■必須事項（障害者総合支援法第 88条第 2項） 

⚫ 障害福祉サービス,相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関する

事項 

⚫ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ご

との必要な量の見込み 

⚫ 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

 

■努力義務事項（障害者総合支援法第 88条第 3項） 

⚫ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な見込

み量の確保のための方策 

⚫ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及び地域生活支援事業の

提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所その他の職業リハビリテーシ

ョンの措置を実施する機関その他の関係機関との連携に関する事項 

 

 障害児福祉計画＿ 

■必須事項（児童福祉法第 33条の 20第 2項） 

⚫ 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

⚫ 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量 

 

■努力義務事項（児童福祉法第 33条の 20第 3項） 

⚫ 指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量確保のための方策 

⚫ 指定通所支援又は指定障害児相談支援の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関その他

の関係機関との連携に関する事項 

 

■その他の規定・事項 

⚫ 市町村障害児計画は、当該市町村の区域における障害児の数及びその障害の状況を勘案し

て作成されなければならない（児童福祉法第 33条の 20第 4項） 

⚫ 市町村は、当該市町村の区域における障害児の心身の状況、その置かれている環境その他

の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村障害児福祉計画を作成す

るよう努めるものとする。（児童福祉法第 33条の 20第 5項） 
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６．第５期障害福祉計画等策定に係る国の基本指針の見直しについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．計画策定スケジュール 

 

年 月 内 容（議題） 

平成 29年 9月 アンケート調査 

平成 29年 10月 23日 第 1回計画策定委員会（計画説明、骨子、ヒアリング案など） 

平成 29年 11月 ヒアリング調査 

平成 29年 12月中旬 第 2回計画策定委員会（調査結果報告） 

平成 30年 １月初～中旬 第 3回計画策定委員会（素案） 

平成 30年 2月 第 4回計画策定委員会（パブコメ案） 

平成 30年 2月～3月 パブリックコメント実施 

平成 30年 3月中旬 第 5回計画策定委員会 

平成 30年 ３月末 計画書完成・公表 

 

障害児福祉計画に係る内容 


